
電話

(第 3

(第 2

(第 3

単位

人

人

① 人

② 人

③ ㎏

④

①

②

③

姉妹都市との交流数（秘書課所管分）

【指標の定義（算式等）】

4 2

成 果

指 標

2 2

【指標の定義（算式等）】

東広島市との交流の充実度

4

4 24 4

138（1,030人分） 138（1,030人分）

受入団員数　

グリーンアスパラ発送数量

4

1,827

 地方債

目
　
　
的

手
　
　
段

施策） 都市間の交流

対　　象
(誰､又は何を)

・北広島市・東広島市の市民
・広島赤十字原爆病院入院者、広島原爆養護ホーム入所者

・「北広島ふるさとまつり」の時期に東広島市からの訪問団の受け入れ
・「東広島酒まつり」の時期に東広島市へ訪問団を派遣
・広島赤十字原爆病院、広島原爆養護ホームで原爆症に苦しむ方々を励ますため、
　北広島市及びその近郊で生産された「グリーンアスパラ」を送付

平成21年度まで

（単位：千円）

 ③ 1人当り年間平均人件費

 道支出金

0.08

1,663

9,000

　総　事　業　費  ①＋④

943

0.08 0.08

826 796

上位施策との関連
（総合計画体系）

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

22年度(予定値）

章）

節）

いきいきとした交流と連携のまち

広域交流

意　　図

・北広島市、東広島市の郷土祭りに相互訪問することで、地域の特性を活かした行政、
　教育文化、経済などさまざまな分野での情報交換や相互交流の推進・支援を図り、
　まちづくりに生かす。
・北広島市を拓いた祖先の地（広島県）で、今なお原爆症に苦しんでいる方々に、グリ
　ーンアスパラを送付することで、都市間の交流の絆を深めるとともに、市の成り立ちや
　戦争の悲惨さを次世代に伝える。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

796826

指　　　標　　　名

 国支出金

直接事業費

9431,395

22年度予算

432

23年度の予定21年度決算

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

姉妹都市交流事業事務事業名

根拠法令等

715

【事業費の推移】

平成22年5月31日作成日大野雅幸

作成部署 総務部秘書課

部長職名

【２ 実　施 （ドゥ）】

20年度決算

なし

事務区分

〃  終了予定年度

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

活 動
指 標

指　　　　　標　　　　　値

178,000

138（1,030人分）

派遣団員数

61,000 60,729

24

23年度(予定値)

東広島市との交流の充実度

住民基本台帳人口3月末（北広島市・東広島市)

61,000 61,000

178,000 177,912 178,000

回

道塚美彦

事務事業開始年度

課長職名

整理番号

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

S52

　今年度は、東広島市と姉妹都市を締結してから30年の節目の年となることから上記の事務事業を基本にしなが
ら両市の今後更なる発展と交流の推進に繋げていくことなどを目的に「交流を深めよう」、「お互いのまちを知
ろう」の2つのテーマを柱に記念事業を実施する。
　・（仮称）子どもたちによる30周年記念調印式　・市民交流ツアー
　・姉妹都市紹介パネル展等の開催　・姉妹都市物産展の開催など

北広島市

 その他特財

138（1,030人分）

 ④ ＝②×③ 720720

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

2,547

0.08

9,000

720

1,546 1,516

21年度(確定値)目標値

4

4

 ① 合　計

 一般財源

720

9,0009,000

0901

■自治事務　　□法定受託事務



評点

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

□ ■

□

■

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

　継続的に実施することにより物産展の開催、スポーツ交
流、教育文化交流など、市民と姉妹都市との交流は定着し
ている。
　アスパラの送付については、北広島市のHPで紹介し、ま
た送付先の施設でもHPや配膳時に由来を紹介した文書が添
えられるなど、その意義について周知
　されている。

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

　予算の支出の殆どが、訪問団の派遣、受入れの旅費で
あり、理事者・議会間の定期的な交流の波及効果による市
民間交流をねらいとしている。
　アスパラの送付については、各企業の協力を得て経費節
減に努め、送付数量を維持している。

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

　市民交流が充実することで、市民各層への受益が拡大す
ると考える。
　アスパラ送付については、特定の団体を対象とすること
で成り立つ事業である。

3

3

3

評点区分

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

平成21年度における評価　（現状と課題）

　交流事業は、市民と市が連携を図りながら実施するもの
であり、行政が関与することは妥当である。
　また、交流においては、政策的な対応を求められること
もあり、理事者・議会間の定期的な交流は必要である。

チ ェ ッ ク 項 目

整理番号 0901
【３ 評　価 （チェック）】

外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

休止・廃止

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続
総 合 判 定

（方向性）

　自己評価のとおり現状継続とする。

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

拡大重点化

　姉妹都市との交流は、事業を実施したことにより、直ぐにその効果が
表面的に現れるものではなく、継続的に事業を行なっていくことが大切
である。平成23年度は、姉妹都市締結30年の記念事業についての検証を
行うと共に、市民や市民団体間の継続的な交流に向け、支援を行う。

統合

現状継続

見直し

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

現状継続

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

終了

今後の方向性に対する意見

見直し 休止・廃止

現状継続

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価

現状継続前年度の総合判定

見直し

統合

休止・廃止

2

妥
当
性

有
効
性



電話

(第 3

(第 2

(第 3

単位

人

校

① 人

② 人

③

④

①

②

③

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標 交流に参加する児童・生徒数

派遣・来訪児童・生徒数
19人

【指標の定義（算式等）】
19

市立小・中学校数 17

市立小・中学校の児童・生徒数

29

10

全校生徒

13

全校児童

66

全校生徒

5,387

指　　　標　　　名

17

13 19来訪児童・生徒数

派遣児童・生徒数

目標値

1,800

2,163

0.10

900

9,0009,000

1,800

23年度(予定値)

5,429

21年度(確定値) 22年度(予定値）

1,752

1,752

17

5,335基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

2,7002,652 3,063　総　事　業　費  ①＋④

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000

0.10

 ④ ＝②×③

1,199

900 90090

0.10

9,000

0.01

1,109

1,109

2,163

 国支出金

 地方債

 道支出金

22年度予算21年度決算【事業費の推移】

直接事業費

 一般財源

 ① 合　計

 その他特財

（単位：千円）

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

【２ 実　施 （ドゥ）】

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

小学生１０名と引率者４名を３泊４日で派遣し、姉妹校の訪問、東広島市表敬訪問、平和記念式
典への参列、広島市内の見学を通じた平和と文化・歴史の学習を行う。

また、東広島市からは１９名のこども大使を受け入れ、姉妹都市提携３０周年を記念した「平和
と友情を守る子ども宣言」の調印式や記念植樹を行うとともに、島松駅逓書所などを見学する。

事業の実施に当たっては、北広島市教育研究会の交流事業委員会と連携をはかりながら進めてい
く

手
　
　
段

平成22年度

平成21年度まで
昭和６１年度から、毎年小学校または中学校（平成２1年度は中学生）のこども大使の派遣と受入

を行い、学校ごとに姉妹交流を行っている。
また、当市のこども大使は広島市の原爆死没者慰霊式並びに平和記念式（平和記念式典）に参列

し、全児童・生徒が折った折鶴を献納している。

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

23年度の予定20年度決算

いきいきとした交流と連携のまち

Ｓ６１

【１ 計　画 （プラン）】

意　　図

対　　象
(誰､又は何を)

〃  終了予定年度

節）

目
　
　
的

北広島市及び東広島市の小中学生

　こども大使と称した両市の小中学生が相互訪問を始めとした交流により友好親善を深め、その成
果を他の児童・生徒に還流することで、相互理解と連携意識の醸成や、ふるさと意識の高揚を図る
ことを目的とする。
　また、広島市原爆死没者慰霊式並びに（平和記念式）への参列を通じ、児童・生徒・市民に平和
を尊ぶ心が浸透していくことを目指している。

都市間の交流

根拠法令等

施策）

上位施策との関連
（総合計画体系）

章）

広域交流

別紙 １

可児正樹

こども大使交流事業 教育部教育総務課

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

作成日

事務事業開始年度

整理番号

課長職名

41-1

部長職名■自治事務　　□法定受託事務

作成部署

北広島市

内線８８６

事務区分 川幡博行 平成22年5月31日

事務事業名



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

事務事業担当部局による評価

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現状継続

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

終了

統合 終了

休止・廃止

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

法律の義務付けなし

見直し

統合

拡大重点化

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）
現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

休止・廃止

今後の方向性に対する意見

休止・廃止

見直し

拡大重点化

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定

（方向性）

現状継続

法律の義務付けあり

前年度の総合判定

内部評価委員会による評価

見直し

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

拡大重点化

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

　東広島市との姉妹都市交流推進の中心をなす事業であり、こども大使の
相互訪問により両市の友好親善を深めるともに、成果を他の児童・生徒・
市民に還流することで相互理解と連携を深め、ふるさと意識の高揚を図る
ためには重要である。今後も、より良い交流を図るためにも、東広島市教
育委員会や北広島市教育研究会の交流事業委員会、秘書課等の関係部署と
連携し、事業を継続する。

統合

終了

現状継続現状継続

【 参 考 】 外部評価委員会による評価

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　自己評価のとおり現状継続とする。

評点区分

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

　　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　１　不適切

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

各校での報告集会の開催や、報告集の作成して校内外に
発表しており、一定の目標は達成している。

姉妹都市の歴史、文化を学び、、また、平和の大切さを
学ぶことは、市民、社会の要求するところであり、教育の
充実のためには重要な事業であることから、行政が関与、
負担する以外に手段はない。

整理番号

効
率
性

３
経費のほとんどが訪問旅費、記念品、千羽鶴作成の消耗

品、各種施設への入場料であり、適切に実施している。

　学校教育の一環として実施しており、妥当である。３

有
効
性

妥
当
性

公
平
性

【３ 評　価 （チェック）】

３

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

３

41-1



電話

(第 3

(第 2

(第 3

単位

人

校

① 人

② 校

③

④

①

②

③

〃  終了予定年度

内線８９０

【事業費の推移】

整理番号 作成部署 教育部社会教育課姉妹都市スポーツ交流事業

施策）

節）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　　　標　　　名

6

12

23年度(予定値)

指　　　　　標　　　　　値

12 12基 本
指 標

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

 一般財源

直接事業費

 ① 合　計

 その他特財

 国支出金

 地方債

284

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

H10

事務事業名

平成22年5月31日

いきいきとした交流と連携のまち

広域交流

浜田　薫

章）

都市間の交流

北広島市

 道支出金

作成日課長職名

上位施策との関連
（総合計画体系）

360

（単位：千円）

7575

22年度予算

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【２ 実　施 （ドゥ）】

中学生スポーツ交流事業の実施
　　会場　北広島市　　種目　軟式野球

20年度決算 21年度決算 23年度の予定

　姉妹都市の友好・親善を深めるとともに、生徒の心身の健全な育成を図る。

4506

■自治事務　　□法定受託事務　 川幡博行

事務事業開始年度

部長職名

根拠法令等

事務区分

900

9,0009,000

1,141

6

1212

1,184 2,041

360

435

0.10

9,000

目標値

900

参加生徒数

参加中学校数活 動
指 標

参加中学校数

6

参加生徒数目標達成率
％ 100 100

100 100
【参加中学校数/目標値】

100

6

6 6

6

12

成 果

指 標

【参加生徒数/目標値】

目
　
　
的

手
　
　
段

　中学生スポーツ交流事業の実施
　(１)平成１８年度　会場　北広島市　種目　軟式野球
　(２)平成１９年度　会場　東広島市　種目　卓球
　(３)平成２０年度　会場　北広島市　種目　女子バレーボール
 （４)平成２１年度　会場　東広島市　種目　野球

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

市内中学生

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

意　　図

平成22年度

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

21年度(確定値)

0.10

9,000

1,335

22年度(予定値）

900

　総　事　業　費  ①＋④

人  件  費
（概算）

 ④ ＝②×③

284 1,141 435

0.100.10

1,335

900

12

12

100

100

参加生徒数

6

100％
参加中学校数目標達成率

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

事務事業担当部局による評価

現状継続

【 参 考 】 外部評価委員会による評価

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

現状継続

見直し

今後の方向性に対する意見

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

見直し拡大重点化 休止・廃止

休止・廃止

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

評点区分 　　　　３　適  切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

法律の義務付けあり

効
率
性

公
平
性

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けなし

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

　参加した生徒のその後学校生活の状況は、リーダー的存
在として、積極的な行動が目立つようになったとの報告が
毎年あることから概ね成果は上がっている。

３

整理番号 4506
【３ 評　価 （チェック）】

３
　本事業は、中学生にとって貴重な経験の場を提供する事
業なので、行政が、市内教員を主体とした団体（北広島市
教育研究会）と連携して実施することは妥当である。

チ ェ ッ ク 項 目

妥
当
性

有
効
性

終了

　団体（北広島市教育研究会）との連携により実施できる
事業なので、概ね効率的と考える。

　事業内容から、直接の参加人数は限定されるが、参加し
た生徒が自分の中学校を中心に広く事業成果を還元できる
ことから、適正と考えれられる。

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

平成21年度における評価　（現状と課題）

現状継続

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了
総 合 判 定

（方向性）

　この事業は、スポーツ交流を通じて青少年の今後の活動に大きな影響を
与え、健全な育成に大きく寄与していることから、今後も事業を継続す
る。

統合

拡大重点化

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３

現状継続

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合

３

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

終了

統合

見直し総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化 休止・廃止

　自己評価のとおり現状継続とする。



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額補助

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 100 100 100

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 284 1,050 435

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業費・運営費 事業費・運営費 事業費・運営費

284 1,050 435

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

100 100 100

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

支　　出

食糧費 230

支　出　合　計 （Ｃ）

使用料及び賃借料 34

委託料

役務費 7

需用費 20 12 55

旅費 1,001

380

報償費

30

収　入　合　計 （Ｂ） 284 1,050 435

繰越金

その他

参加料収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 284 1,050

競技団体負担金

435

開催市負担金

□市役所にある

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

北広島市教育委員会及び市内教職員 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

市内学校教育の発展を図るために、相互に協力して、教育に関する研究と研修を行なう。

補助金等の充当
状況（２１年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

事務局の状況
（２１年度）

■補助団体にある

 交付先団体等の
 活動内容

１　強化その他の領域の内容の指導法についての共同研究
２　研究会、講習会の開催
３　児童・生徒の文化体育行事
４　その他、教育活動に必要なこと

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 東広島市スポーツ交流事業交付金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市教育研究会交流事業委員会 設立年 平成１６年

 構成員(団体)数

整理番号 4506 ＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
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